
 

 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議 防災対策実行会議 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ 

第１回議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第１回） 

議事次第 
 

 

                日 時：令和５年４月４日（火）15:00～17:03 

                場 所：中央合同庁舎８号館 災害本部会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

・ワーキンググループの設置について 

・南海トラフ地震防災対策の概要について 

・南海トラフ地震防災対策の進捗状況等 

・今後の検討の流れと論点（案） 

 

３．閉 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 1  

 

開 会 

 

○朝田（事務局） 定刻となりましたので、ただいまから、「南海トラフ巨大地震対策検討ワー

キンググループ」の第１回会合を開催いたします。 

 委員の皆様には御多忙の中、出席いただき誠にありがとうございます。 

 私は、内閣府防災担当の参事官をやっております朝田でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 本日は、対面とオンラインによるハイブリッドでの会議形式を取らせていただいております。

ハウリング防止のため、御発言する場合以外はマイクをミュートにしていただきますようお願い

いたします。 

 それでは、会議の開催にあたりまして、谷防災担当大臣より御挨拶を申し上げます。よろしく

お願いいたします。 

 

谷大臣挨拶 

 

○谷大臣 皆さん、こんにちは。防災担当大臣、また、国土強靱化担当大臣を仰せつかっており

ます、衆議院議員の谷公一でございます。南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループの第

１回の開催に当たり、一言御挨拶をさせていただきます。 

 委員の皆様には、それぞれお忙しい中、このようにお集まりいただきましてありがとうござい

ます。日頃から国の防災施策の推進にいろいろな意味で御協力をいただき、この場をお借りしま

して厚く御礼を申し上げます。それぞれ多忙な中、本ワーキンググループ委員への御就任を御快

諾いただき、重ねて御礼を申し上げたいと思います。 

 私が言うまでもなく、南海トラフ巨大地震対策につきましては、平成24年度に被害想定を公表

し、平成26年３月に国の基本計画を策定し、防災対策を推進してまいりました。これまで、この

計画に基づき、津波から命を守るための避難場所や避難路の整備、建物の耐震化や出火・延焼防

止対策など、様々な対策を進めてまいりましたが、計画策定からまもなく10年が経過し、その

間、デジタルの進行等々、社会状況も大きく変化してまいっております。これらも踏まえた新た

な対策の検討を行った上で、計画の見直しが必要と考えております。 

 本ワーキンググループでは、これまでの防災対策の進捗状況の確認や被害想定の見直し、新た

な防災対策の検討を行うため、幅広く審議を行っていただきたく存じます。特に、南海トラフ巨

大地震の特徴としては、広範囲に巨大な津波と強い揺れを生じることがあり、我が国の社会のみ

ならず、経済にも大変大きな影響を及ぼすのではないかと懸念されているところでございます。 

 今後、対策のとりまとめにあたりましては多くの検討課題がございますが、地方公共団体や国

民の皆さんの大きな関心に応えるためにも、委員の皆様の豊富な御経験、また、深い御見識を基

に活発な議論を行っていただくようお願い申し上げます。 
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 後ろのほうにマスコミの方も大変多く今日は来られています。台風や大雨の対策でこの会議を

よく使うのですけれども、なかなかこれだけマスコミの方が来られるということはありません。

それだけ南海トラフ巨大地震対策の被害想定なり、対策の見直しということについて、世の人々

は大きな関心を抱いているものだと思っております。 

 奇しくも今年は関東大震災から100年の節目に当たります。だからといってどうということは

ないかも分かりませんけれども、しかし、心新たに防災対策の充実強化に努めなければならない

と私も思っております。 

 委員の皆様方のますますの御健勝を御祈念いたしますとともに、今後とも防災対策の推進にど

うか御協力いただくことを改めてお願い申し上げ、私の御挨拶とさせていただきます。どうかよ

ろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

 

○朝田（事務局） ありがとうございました。 

 続きまして、お手元に配付しました委員名簿に従って、委員の皆様の御紹介をさせていただき

ます。名簿順でお名前を紹介させていただきます。 

 磯打千雅子委員。 

 井出多加子委員。 

 今村文彦委員。 

 入江さやか委員。 

 奥村与志弘委員。 

 片田敏孝委員。 

 加藤孝明委員。 

 小室広佐子委員。 

 小山真紀委員。 

 阪本真由美委員。 

 末松則子委員。 

 根本恵司委員。 

 濵田省司委員。 

 平田直委員。 

 廣井慧委員。 

 福和伸夫委員。 

 なお、渡邉廣之委員は所用のため欠席となりますので、入江道之様に代理で出席いただいてお

ります。 

 本日、越塚登委員、関谷直也委員、田嶋勝正委員のお三方は、所用により欠席となっておりま

す。 
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 次に、本ワーキンググループの主査についてです。参考資料１に示すワーキンググループ設置

要領の規定により、委員の互選によって定めるとされております。御推薦がありましたら、よろ

しくお願いいたします。 

○今村委員 今村でございます。 

 私からは、今までの見識、御経験の上で福和委員をお願いしたいと思いますが、いかがでしょ

うか。 

（「異議なし」と声あり） 

○朝田（事務局） ありがとうございます。 

 特段の御異議はございません。異議なしとの御意見もいただきましたので、主査は福和委員に

お願いしたいと思います。 

 それでは、早速ではございますが、福和主査より御挨拶をお願いいたします。 

 

 

主査挨拶 

 

○福和主査 福和でございます。 

 全くの役不足でありますが、今、御推薦いただきましたので、これから司会進行役をさせてい

ただきます。 

 今回の見直しは10年ぶりになります。１回目の被害予測並びに対策検討というのは、東日本大

震災が起きた直後であります。そのために、想定外をなくすということで最大クラスの地震を考

える、特に人命を何とか守るということが主眼となって検討してまいりました。河田先生を中心

に検討が行われ、その後10年間、確実に対策が進んで、津波避難タワーなどが設置され、防潮堤

なども作られて、人命の問題については相当に進展したのではないかと思います。 

 一方で、この10年間で相当社会情勢は変化していますし、南海トラフ地震臨時情報も新たに仕

組みとしてつくられて、２つの地震が連動して起きるようなことを踏まえた社会の維持というこ

とも大事になってきております。 

 そういったことも勘案して、このワーキンググループでは、従来の検討に加えて、何とかこの

社会を維持するためにどんなことをすればいいのかということについて、皆様と一緒に検討して

まいりたいと思いますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○朝田（事務局） ありがとうございました。 

 それでは、次に、主査代理についてです。参考資料１に示すワーキンググループ設置要領の規

定により、あらかじめ主査の指名する委員がその職務を代理すると定められております。 

 福和主査、いかがでしょうか。 

○福和主査 今、御推薦いただいた今村委員にぜひお願いしたいと思います。様々な防災対策を

ずっと東北で指導されてきたこともありますので、ぜひよろしくお願い申し上げます。 

○朝田（事務局） ありがとうございます。 
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 今村委員、よろしくお願いいたします。 

 それでは、谷大臣につきましては、公務のため、ここで退席いたします。 

○谷大臣 では、委員の皆様方、どうかよろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

（谷大臣退室） 

○朝田（事務局） なお、星野副大臣につきましては、この後、15時半から16時の間をめどとし

て出席される予定ですので、お知らせいたします。 

 それでは、マスコミの方々はここで御退出をお願いいたします。 

（報道関係者退室） 

○朝田（事務局） お待たせいたしました。 

 本ワーキンググループの開催にあたり、会議及び議事録と会議資料の公開・非公開についてお

諮りいたします。本ワーキンググループにおいては、想定される最大クラスの地震・津波による

人的・物的・経済的被害想定の見直しや新たな防災対策などについて議論いたします。各種被害

想定をはじめ不確実なことも多く議論される中、各委員の皆様に自由に御意見をいただきたいと

いう理由のため、非公開で行いたいと考えております。 

 議事概要は、会議終了後速やかに公表するものとし、また、詳細な議事録につきましても、発

言者を記載した形で作成し、委員の皆様に内容について御確認をいただいた上で、本ワーキング

グループの終了後、約１年が経過した後、会議資料と併せて公表することとしたいと考えており

ますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○朝田（事務局） 特段の御異議がないようですので、今後、そのように取り扱わせていただき

ます。ありがとうございます。 

続きまして、資料の確認をさせていただきます。事前に配付しております、あるいはお手元の

資料を御確認ください。 

 議事次第、資料１から４、さらに参考資料１から３を御用意しております。いかがでしょう

か。 

 ありがとうございます。 

 それでは、以下の進行は福和主査にお願いしたいと思います。福和主査、よろしくお願いいた

します。 

○福和主査 福和でございます。皆さん、どうぞよろしくお願い申し上げます。比較的限られた

時間でたくさんの事項を検討することになりますので、少してきぱきといきたいと思います。 

 今日は議事次第にもありますように、４つの項目について議論をすることになります。１つ目

が本ワーキンググループの設置について、２つ目が南海トラフ地震防災対策の概要について、３

つ目が南海トラフ地震防災対策の進捗状況について、４つ目が今後の検討の流れと論点について

でございます。それぞれについて順に行きたいと思いますが、まずは事務局から資料に基づいて

説明をしていただき、それぞれ議論をしてまいりたいと思います。 
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 今日は第１回でありますから、今後の議論を進めていく上でどんなことを検討すべきかという

ことについて、できる限り多くの方々からたくさんの意見を伺いたいと思っておりますので、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 それでは、まず事務局から本ワーキンググループの設置について、資料１に基づいて説明をし

ていただきます。よろしくお願いします。 

 

 

資料説明 

 

○朝田（事務局） 改めまして、事務局の朝田でございます。資料についての説明をさせていた

だきます。 

 お手元の資料１と、参考資料１とありますワーキンググループの設置要領について御説明をい

たします。南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループにつきましては、中央防災会議の下

に防災対策実行会議がございますが、その下に検討を行う場として設置されたものでございまし

て、先月３月24日に決定されたものでございます。 

 ２ページを御覧ください。「南海トラフ巨大地震 被害想定・防災対策の見直し」といった紙

がございます。先ほど大臣からの挨拶にもございましたが、今の基本計画は平成26年３月に策定

されたものでございますが、これに基づいて着実に対策を行ってきました。今回、来年３月をも

って10年を迎えるということで、このタイミングで計画の見直しに向けて本格的な検討を開始し

たいと考えております。 

 箱枠の中に今の計画の数字がございますが、これは省略させていただきます。 

 今後の検討の流れでございますが、赤枠のところ、ワーキンググループを本日より開始いたし

ます。実はその上に①とございますが、このワーキンググループでの議論を支えるべく、科学的

な知見を集約したモデル、あるいは被害想定の検討を行う場が設けられております。こういった

場での議論を並行して行うことによって、このワーキンググループの議論を充実させていきたい

と考えております。そして、来年春頃をめどとなりますが、このワーキンググループでの議論な

どを踏まえまして、基本計画の見直しを行っていきたいというスケジュールを考えております。 

 次に、３ページをお願いいたします。ワーキンググループの概要でございます。今日、ここに

お集まりいただいているオンラインの皆様を含め、20名の方々に委員にお就きいただきました。

理工系のみならず、様々な分野の防災対策の専門家の皆様、また、知事や市長などの地方行政の

関係者、さらには経済団体間代表者で構成をさせていただいております。 

 ４ページには、先ほど申し上げました検討会の概要について掲載しておりますので、御参考ま

でに御覧ください。 

 説明は以上となります。 

○福和主査 どうもありがとうございます。 
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 引き続いて、資料２の南海トラフ地震防災対策の概要についても御説明いただければと思いま

す。 

○朝田（事務局） それでは、次となります。資料２をもちまして、南海トラフ地震防災対策の

概要について御説明を差し上げます。 

 まず、２ページを御覧ください。「中央防災会議が対象としている大規模地震」とございま

す。この脆弱な国土を有する日本では、全国どこで地震が起きてもおかしくはございません。一

方で、起こった際の被害の大きさ、経済・社会への影響、発生確率、切迫性等、様々な要因を考

慮して、中央防災会議のほうから４つの地震を指名して、これについては国が主導して対策を検

討していくべきだとされております。 

 その４つを図示しております。黄色で書いてございますのが、いわゆるプレート型、海溝型地

震と言われるもので、北のほうから日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震、さらには、今回御議論

いただきます赤字でありますが、南海トラフ地震の２つを挙げております。もう一つは、首都圏

でありますまさに関東直下で起こる首都直下地震、さらには中部、近畿といった都会、こういっ

たところで起こり得る直下地震の２つを合わせた４つについて、国を主導としてこのワーキング

グループ等で検討を行っていくということになっております。 

 既に日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震につきましては、昨年までに地域指定や基本計画の策

定を終えて、現在、現場のほうで対策が進められているところ。南海トラフにつきましては、先

ほど御説明したとおり。実は首都直下地震につきましては、改定された計画が南海トラフ地震の

基本計画の翌年に策定されておりまして、現在も対策が進められているところでございます。現

在、中部圏・近畿圏につきましては、検討を開始したところでございます。 

 次に、３ページをお願いします。南海トラフ地震でございますが、海溝型という特徴も先ほど

述べました。過去の南海トラフ沿いでの地震につきましては、100年から150年で繰り返し発生し

ているといったことが知られております。最近で言いますと、戦後を挟みました1944年と1946年

に、さらには、江戸時代の安政の時代に安政の地震が、その前には1707年に宝永地震が起こって

いる。この100年から150年に地震が繰り返し発生している中で、前回の昭和地震からは約80年が

経過しているといった中で、地震がいつ起きてもおかしくないといった話。さらには、２つの場

所で地震が同時、あるいは２年程度の時間差で発生するなど、多様性があることが一つの特徴と

してあります。 

 次に、被害想定でございます。前回、平成24年度に発表した被害想定でございます。ここに書

いてございます東日本大震災の知見を踏まえまして、起こり得る最大の地震を対象とした被害想

定を提示しております。この南海トラフ地震の大きな特徴として、極めて広域で強い揺れと巨大

な津波が生じるということ、また、それらの津波が極めて短い時間で訪れるということ。このよ

うな様々な特徴を踏まえまして、被害想定があります。 

 主なものを紹介いたします。震度分布につきましては、震度７といった大きな揺れが全国で約

130市町村、最大津波高10メートル以上といったものが79市町村といった広い範囲で発生すると
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いうこと、それに伴った死者・全壊焼失棟数は、死者が約32万人、建物につきましては約240万

棟といった数字でございます。それぞれ最悪の条件での数字を示しております。 

 経済被害につきまして、一番下にございますが、資産等の被害が約170兆円、経済活動への影

響が約45兆円といった大きな数字になっているということでございます。 

 次に行きます。５ページをお願いします。先ほど主なものを紹介いたしましたが、被害想定に

つきましては、前回、ここに示しておりますような様々な項目について提示しております。黒字

のものにつきましては、定量的な数字を示しているもの。青につきましては、手法が確立してい

ないなどの理由で推計できなかった項目につきましても、定量的な整理と同様に定性的な被害の

様相についてできるだけ整理をしてきたということでございます。 

 次に行きます。６ページでございます。このようないろいろな被害想定を踏まえまして、どの

ような対策を打つべきかという議論をいただきまして、ワーキンググループにおきまして最終報

告をいただいているということでございます。真ん中に大きな枠としてございますが、対策の基

本的方向でございます。それにつきまして、具体的に実施すべき対策として下に書いてございま

すが、具体的な話を書いてあるということ、さらには、前回のワーキンググループにおいてはま

だ知見等を積み重ねていない中で検討すべき主な課題ということで３つほど示させていただいた

ところでございます。 

 次に行きます。７ページです。南海トラフ巨大地震につきましては、特別な法律として南海ト

ラフ地震対策特別措置法が設けられまして、通常の一般的な地震とは別に特別な枠組みの中での

対策が行われております。具体的に申し上げますと、国のほうで緑の防災対策推進地域の指定が

ございます。これは南海トラフ地震の被害が及ぶであろうエリアにつきまして、この被害想定を

基に指定をさせていただきました。指定された地域においては対策が必要となります。そのよう

な地域においての対策の基本となる指針としまして、国のほうで基本計画を策定し、その基本計

画に沿った形で地域のほうで推進計画といったもの、これは各省庁、あるいは各機関も計画をつ

くることになります。 

 さらには、黄色の枠がございますが、行政だけでは対策は行えません。民間の事業者、特にた

くさんの方が集まってくるようなデパート、病院等の施設につきましては、一緒になって計画を

つくる、対策を行うといった体系ができております。 

 さらに、津波につきましては、待ったなしとなります。命を奪う大きな要因となります。これ

につきましては、特に強い対策として避難タワー、逃げる場所をつくる、あるいは逃げる経路を

つくるといったことがまず必要となってまいります。そのようなものにつきまして、しっかり国

として支援するために、津波避難対策特別強化地域といったものを指定しまして、スペシャルに

支援を行っていくといった体系ができております。 

 次をお願いします。こちらが、先ほど申し上げました対策が必要とされる推進地域及び特別強

化地域となります。推進地域と特別強化地域を兼ねているところがございますが、推進地域が全

国の707市町村、そのうち津波により特に被害が大きくなると考えられる139市町村につきまし

て、特別強化地域が指定されております。 
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 次をお願いします。９ページです。先ほども説明いたしましたが、特別措置法に基づく地震防

災対策の体系を改めて整理しております。全ての基本となります、左上にあります赤字の「南海

トラフ地震防災対策推進基本計画」は、国が、もっと言うと中央防災会議が決定して、右にござ

います計画事項等を定めております。これに沿いまして、下のほうに行きますが、先ほど申し上

げましたように各機関が推進計画、あるいは民間企業により対策計画をつくるということ。 

 さらには、上のほうにオレンジの枠がございますが、基本計画におきましては、災害直後の応

急対策についても基本的な方向性が示されております。その方向性に従って、具体的に何をやる

のだ、どこを拠点にするのだといったものを定めている具体的な応急対策活動に関する具体計画

等も設けられているところでございます。 

 次に行きます。基本計画の概要になります。ざくっと書いてございますが、真ん中のところに

「基本的な方針」とございます。大きな対策の方向性を定めた上で、下のほうに「主な対策等」

とございますが、具体的にどのような対策を行っていくべきなのかといったことにつきまして、

目標等を掲げながら計画に位置づけられているといったところでございます。 

 これ以外にも、先ほど申し上げました地域、あるいは民間事業者が定める計画について、どの

ようなことを定めておくべきなのかといったことについても規定がなされているということでご

ざいます。 

 次に行きます。11ページが、先ほど申し上げました災害直後の応急対策につきまして、具体的

にどのような対応を行うべきか、具体計画につきまして定めておりまして、その概要となりま

す。災害直後に、観点として大きく分けて６つの項目がここにございます。救助・救急・消火

等、医療、物資、燃料・電力・ガス・通信、さらには緊急輸送ルート・防災拠点といったものに

つきまして、例えば緊急輸送ルートにつきましては、どのルートをしっかりと救助物資、救援物

資等を送るために優先的に機能を確保していくのか。さらには、持っていった物資をどこを拠点

として周辺市町村に運んでいくのかといったことが具体的に定められているのがこの具体計画と

なります。 

 そのポイントとしまして、下のほうにございます。１つ目として、人命救助に重要な72時間を

意識しつつ、各分野でのタイムライン、時間的な行動計画と目標行動を設定しているというこ

と。さらには、この被害を受けていないエリア等から、全国様々なエリアから応援チームが派遣

されてまいります。そのような方々を特に被害が甚大な地域、重点受援県10県とございますが、

こういったところに集中的に送り込むといったことが具体的に定められているところでございま

す。 

 最後のページとなります。12ページを御覧ください。「時間差発生等における防災対応」でご

ざいます。冒頭、南トラ地震の過去の概要におきまして、同時もしくは時間差を置いて発生する

といったお話がございました。さきの昭和地震におきましては、1944年に東側の東南海地方にお

いて紀伊半島の南東側で大きな地震が発生して、その２年後の1946年に、今度は紀伊半島の南西

側においてまた大きな地震が発生しました。遡りますと、安政の時代につきましては、１発目に

起こった地震の32時間後にもう一個大きな地震が発生したと。 
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 このようなこの地域における南海トラフの特性を踏まえた対策を考えておく必要がある。具体

的に申し上げますと、一回の地震で安心することなく、次への備えなどをどう考えておくのかと

いったことについても一つの特徴として対策が取られているところでございます。 

 説明については以上となります。 

 

審 議 

 

○どうもありがとうございました。 

 今の説明に関しまして、皆さんのほうで御質疑等がございましたら、御発言いただければ。そ

れから、星野副大臣も今、来てくださっていますので、御紹介申し上げます。 

○星野でございます。 

○質疑等がございましたら、御発言いただければと思います。恐らくここまでは皆さんも相当頭

の中に入っていることだと思いますが、あえてあれば、よろしいですか。 

 ●●委員、よろしくお願いします。 

○●●です。説明ありがとうございます。 

 非常によく前回からいろいろ紹介していただいたのですけれども、今回、冒頭に●●委員から

もお話がありましたように、社会維持が重要な課題であるということで、経済活動をどのように

維持していくかという視点と、時間に関する概念というのもきちんと入れていったほうがいいの

ではないかなと思っています。 

 やはり経済活動が長期にわたって停滞するような大きな被害があった場合には、その後、人口

減少やそういった人口の流出ということがあって、非常に復興に大きなブレーキが長期にわたっ

てかかってしまうということを私たちは経験してきております。 

 したがって、経済活動で雇用を維持するということも大切で、被害想定の中にぜひ詳細な経済

被害とその経済被害をどの程度に抑えるということを減災目標として入れていただきたいという

ことを強く希望いたします。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 恐らく今の話は４番目の議論のところでももう一度出てくると思いますが、そのときのコメン

トとして今のお話を加えておいていただければと思います。 

 ●●委員、お願いします。 

○ありがとうございます。 

 実は私も同じでございまして、今、応急対応の活動がメインでございますが、どこまで時間ス

ケールを考えるかということで、資料４で議論させていただきたいと思います。ありがとうござ

います。 

○どうもありがとうございます。 

 ●●委員、よろしくお願いします。 
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○●●です。 

 今のお話とも関係するかと思うのですけれども、被害が起きた後にちゃんと復興できるかどう

かというところがかなり大きい問題になってくると思うのですね。その復興というのは、起きて

から考えるのでは遅いので、事前準備のところに復興の準備も入れておかないといけないのでは

ないか。今、その視点があまり見えなかったものですから、例えば事前復興の効果みたいなとこ

ろを被害想定の項目に入れるといったことができると、何をすべきかということがより明確にな

るのではないかなと思いました。 

 以上です。 

○どうもありがとうございます。 

 いずれも関連した事項だと思います。これまでの10年の話のまとめに対して、これからそうい

うことをやるべきであるというコメントだと思いますので、今のコメントはいずれも、３番で今

までやってきたことがどのぐらい進んでいるかということを受けますので、それを受けた後で、

再度今後どうすべきかという議論をしたいと思いますから、そこで今のお三方のお話は受けてい

きたいと思います。 

 よろしいでしょうか。 

 そうしましたら、できるだけ後ろの３番、４番のところでの議論の時間を取ったほうがいいと

思いますので、次に、議事の３番目になります。資料３になりますが、現在の南海トラフ地震防

災対策の推進状況について、事務局から御説明いただきたいと思います。 

 

資料説明 

 

○山口（事務局） それでは、内閣府防災の防災計画担当の参事官をしております山口より、資

料３について御説明を申し上げます。 

 １ページおめくりいただきまして、２ページでございます。これまで、南海トラフの推進基本

計画が平成26年３月に策定されてから、その後のフォローアップ状況について御説明した資料で

ございます。平成26年３月以降ですけれども、平成30年６月に基本計画のフォローアップをいた

しまして、そのフォローアップ結果を翌年の令和元年５月に公表してございます。 

 これを受けまして、基本計画を変更いたしまして、直近では昨年の令和４年４月に、事務的に

各省庁に進捗状況の数値を調査いたしまして、基本計画のフォローアップという形で本日、御報

告をさせていただきます。 

 この後ですけれども、今月、令和５年４月にも再度取りまとめに向けて基本計画のフォローア

ップを予定してございまして、来年春頃の基本計画の見直しにつなげてまいりたいという状況で

ございます。 

 それでは、次の３ページですけれども、平成30年度にフォローアップをいたしまして、令和元

年に公表いたしました南海トラフ地震の基本計画のフォローアップ結果の概要でございます。左

側に主な具体目標の進捗状況、それから右側に計画の策定状況を記載してございますけれども、
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こういったことを踏まえまして、一番下のところでございますけれども、再度その時点での人的

被害、物的被害の計算をいたしましたところ、平成30年度時点の想定としては10年間でおおむね

８割減ということに対して、約27％減というのが人的被害、右側の物的被害につきましては、お

おむね５割減という目標に対して約13％減という数値を公表してございます。 

 次の４ページでございます。ここからは、昨年の令和４年４月時点で各省庁に聞き取った数値

の取りまとめでございます。基本計画の定量的な具体目標の進捗状況をまとめております。基本

計画には、具体目標として定量的な目標が48個定められております。これについての詳細は、併

せてお配りしております参考２というところに48個の具体目標の全てを掲載させていただいてお

りますけれども、これを取りまとめて、達成が見込まれるものを左側に、進捗が思わしくないも

のを右側に、事務局の責任においてまとめさせていただいたものでございます。 

 例えば地震対策について言いますと、公立学校の耐震化や警察本部・警察署の耐震化率は順調

に進んできておりますけれども、例えば右側の進捗が思わしくないところにありますような住宅

の耐震化率や家具の固定率といった点については、進捗がなかなか思わしくないといった状況が

ございます。同様に、火災対策も達成が見込まれるものと進捗が思わしくないものがそれぞれご

ざいます。津波対策、その他も含めまして、全体としては48個のうち25個が達成見込みではござ

いますけれども、裏を返せば23個は進捗が思わしくないということで、10年の計画期間満了後に

達成が見込まれないものが約半分あるということでございます。 

 次の５ページから、地震対策、火災対策、津波対策についてそれぞれ１枚ずつ、具体目標の進

捗状況を棒グラフでお示ししてございます。例えば５ページの住宅の耐震化で言いますと、着実

に進んできてはございますけれども、令和７年度おおむね解消という目標に対しては進捗が思わ

しくない。一方で、米印を書いておりますけれども、住宅の耐震化については、住生活基本計

画、令和３年３月の閣議決定において新たな目標としておおむね解消する年次を令和12年、2030

年としておりますので、ここに向けて国交省は引き続きしっかりとやっていただく必要があると

考えております。 

 家具の固定率につきましては、国民の方への意識を問う調査でございまして、これについては

平成14年度15％から平成25年度40％まで上がりましたけれども、その後横ばい、あるいは直近の

令和４年度の数字ですと36％ということで、調査方法が異なりますけれども、国民の意識という

ことについては順調に上がり続けるものでもないということでございます。 

 あるいは、次の６ページ、自主防災組織の活動カバー率、それから危険な密集市街地の解消割

合についてのここ９年の進捗状況をお示ししておりますけれども、自主防災組織については、近

年は90％前後で推移しているということでございます。右側の危険な密集市街地の解消割合につ

いては、これも先ほどの住宅の耐震化と同様におおむねの解消の年次を令和12年という形で延ば

しておりますけれども、それを見ても100％に向けてはまだまだ残りがあるという状況でござい

ます。 

 それから、次の津波対策のページでございますけれども、これについても具体の進捗状況に比

べて着実に進展はしてきているものの、いまだ乖離があるというものをお示ししてございます。 
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 その次のページ、その他の対策でございますけれども、津波避難訓練を毎年実施する市町村の

割合については、近年、75％、73％ということで、これは新型コロナウイルスの影響もあってこ

ういった数字にとどまっているという側面もあろうかと思いますけれども、100％に向かっては

まだまだ最後の積み上げが必要ということもございます。 

 また、先ほどから少し出ております経済社会への影響について、非常に大事なところでありま

す大企業向け、中堅企業向けのBCPの策定率についても、目標に向かってはまだ乖離があるとい

う状況でございます。 

 以上、８ページ目までが具体的な数値の目標があるものについての進捗状況でございまして、

次の９ページからは、数値目標はないけれども、定性的な目標として基本計画に位置づけられて

いるものをお示ししております。 

 まず、９ページはライフライン施設に関する対策の取組状況で、これも昨年４月時点で各省庁

から聞き取った内容をお示ししております。それぞれ分野ごとに、電気の分野は経産省、ガスは

経産省、水道は厚労・国交、通信は総務という形で一番左側の枠に書いてございます。 

 それに対して、基本計画でどういった目標が位置づけられているのかというのが左から２番目

の枠でございます。例えば電気で言いますと、発電・送電システムの耐震化等という定性的な目

標が基本計画に位置づけられております。これに対して、昨年４月時点で経産省から聞き取って

いる内容については、ここに記載のとおり、系統に与える影響が比較的大きい発電事業の用に供

する発電用火力設備を対象に一定の耐震性を確保することを技術基準に規定したといった回答を

受け取っているところでございます。 

 あわせて、復旧体制の充実については、一般送配電事業者が災害時連携計画を作成し、経済産

業省へ届出を行うことを義務化したといった形で報告を受けているという状況でございます。 

 一番下の通信の欄を見ていただきますと、これについては復旧体制の充実という定性目標に対

し、総務省からは複数の手段により確実に電気通信事業者から情報収集または連絡を取り合う体

制を整備している、電気通信事業者と非常時を想定した通信訓練を実施している、あるいは、電

気通信設備の耐震化、伝送路設備の多ルート化、非常用発電設備の整備・燃料の確保等の対策を

義務づけているというところまでを我々としては報告を受けているという状況でございます。 

 次の10ページは、インフラ施設に関する取組でございます。一番上の施策・目標「道路橋の耐

震改修」については、緊急輸送道路等の耐震補強を推進しているということを国交省より報告を

受けております。 

 それから、２つ飛ばして「無電柱化を推進」という定性目標についても、電柱倒壊リスクがあ

る市街地等の緊急輸送道路の無電柱化を推進しているということを聞いております。 

 それから、港湾の分野を見ていただきますと、発災時に円滑に海上による緊急輸送活動が実施

される仕組みの構築をするという定性目標に対して、港湾局からは、14港湾以上125港で港湾BCP

を策定している、災害時対応や訓練結果等を踏まえて港湾BCPの改定を実施する予定、あるいは

太平洋側で大規模災害が発生した際でも、物流機能を維持するため、日本海側港湾による代替輸
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送訓練を実施しているという形で取組状況についての報告をいただいているという状況でござい

ます。 

 次の11ページ目につきましては、「救助・救急、医療における対策の取組状況について」でご

ざいます。 

 まず、一番上の「緊急消防援助隊等の充実」の定性目標に関しては、大規模災害に対処できる

よう、登録車両台数を6,000台から6,600台に増強し、自治体が整備する車両や資機材に対する財

政支援を実施しているという形で報告を受けております。 

 それから、１つ飛ばして警察災害派遣隊の充実強化等といった目標については、毎年各都道府

県警察、各管区ごとにおいて訓練を実施し、計画的に各種装備資機材を配備している。あわせ

て、災害規模の全容を早期に把握するため、小型無人機を配備したといった形での報告を受けて

いるという状況でございます。 

 それから、次の分野の「医療対策」については、厚労省より業務継続計画の整備については医

療機関担当者を対象とした業務継続計画BCP策定研修事業を実施しているという報告や、DMATの

充実についての目標については、医療提供体制確保対策等委託費によるDMAT事務局の運営やDMAT

隊員の養成研修を実施しているという形での取組状況の報告をいただいております。 

 次の12ページにつきましては、物資調達、燃料供給における対策でございます。まず、物資調

達について言いますと、一番上でございます。被災地内における物資の安定供給が可能となる体

制を構築するという目標に対して、災害時に供給可能な品目、数量等を毎年定期的に調査し、関

係団体、主要食品メーカーと複数連絡先を共有している。民間ルートベースの供給に関する企業

の取組の実態を把握し、企業間連携等により効率化・最適化可能な部分を後押ししている。 

 それから、２つ目の燃料供給対策については、経産省より、例えば一番上の災害時に備えた燃

料供給体制の確保については、非常用発電機を備えて、災害時に一般車両への燃料供給を担う住

民拠点サービスステーションを全国に約１万5000か所の整備を完了したという報告をいただいて

おります。 

 あわせて、避難所となり得る施設等への燃料の自営的な備蓄等を促進するため、令和３年度末

までに全国で1,334か所の導入に対する支援を実施したといったことを取組状況として聞いてお

ります。 

 最後の13ページでございます。これら以外に様々な地域的課題への対策の取組状況の定性目標

についても聞き取りを行っておりまして、例えば上から２つ目の「エレベーターの安全対策を推

進し、閉じ込め者の早期救出のための体制整備を促進」については、国交省からは地震時管制運

転装置設置等の防災対策検証に対する財政的支援を行っている。あるいは、エレベーターの保守

事業者が消防機関や建物管理者向けに閉じ込め救出の研修を実施している。 

 あわせて、業界団体が建物所有者・管理者に対し、復旧の優先順位及び「１ビル１台」復旧の

原則を周知しているといった対策を取っていると報告をいただいております。 

 それから、１つ飛ばしまして「被災地域の状況把握体制を充実」するということについては、

府省庁、都道府県、指定公共機関等の災害情報システム間をつなぐシステムである基盤的防災情
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報流通ネットワーク（SIP4D）及び総合防災情報システムを用いて地図情報として可視化・共有

することで、関係省庁の被災状況把握、対策立案と支援を実現するといったことを報告いただい

ているところでございます。 

 こういった形で、定性的な目標についても関係省庁より報告をいただいておりますが、これに

ついてより具体的に裏づけを持ってもっと細かく我々のほうで聞き取りをしているかというと、

なかなかそこまでできていないというところもございまして、そこは今月以降、令和５年４月に

もまたフォローアップ調査をする予定でございますので、そこでしっかりとこの対策の進捗状況

を把握していかなければいけないのかなと思っているところでございます。 

 資料３の説明は以上です。 

 

審 議 

 

○どうもありがとうございました。 

 今の説明を伺って分かるように、実はそんなに対策が十分にできているわけではないという結

果でもあります。特に行政の側が一生懸命やるべきことはある程度進んでいるのですけれども、

国民の方々や民間の企業の方が主体的になってやるべき事柄があまり進んでいないという実情が

今回、明らかになってまいりました。 

 それから、後半の定性的なところに関しては、それぞれの項目は出ているのですけれども、具

体的にその中身をちゃんと突っ込んでどこまでできているかということが聞き取れているわけで

は今のところはないのだということで、10年間毎年こういうことをヒアリングしながら聞き取っ

てくるともっと進んでいたのかもしれませんが、現状はそこがちょっとうまくいっていなかった

ように感じられるというところだと思います。 

 過去のことをあまりとやかく言っても前向きではないので、こういう現状であるということを

知った上で、今後、どういうふうに対策を進めていくべきかということを少し生産的に議論がで

きるといいとは思っていますが、とはいえ、資料３の中身について、皆さん疑問点もあるかと思

いますので、そんなに長くここで時間をかけるよりは今後どうするかを議論したほうがいいとは

思うものの、まずこの時点で皆様から御質問をいただければと思います。いかがでしょうか。 

 ●●委員。 

○●●です。ありがとうございます。 

 今の資料の４ページを見ますと、具体的な目標の進捗状況ということで、実は個人的には地域

の概念が情報として不足していると思っています。全国ベースのものと推進地域のものと、ここ

にはありませんけれども特別強化地域があるわけで、特別強化地域ではもうほぼ100％できてい

るけれども、全国で弱いとか、あるいはその逆は非常に困るわけで、そして、特別強化地域で例

えば自主防災組織がすごく頑張っているので家具の固定率が進んでいるとか、そういった活動が

どういった項目と相互作用しているのかというのが資料として見えないので、今後、資料を精査

して集めていただくときにぜひお願いしたいと思います。 
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 以上です。 

○分かりました。中身がもう少し分析できるような資料を出していただきたいという御意見だと

思います。ありがとうございます。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 ●●委員。 

○●●です。御説明ありがとうございました。 

 今の●●委員のお話にも少し関係するのですが、資料でいきますと、７ページの具体目標の進

捗状況で、例えば津波避難ビル等を指定している市町村の割合でございます。この資料の位置づ

けからすると、恐らく津波の浸水の危険性が想定されるエリアにおいては市町村のほうで津波避

難ビルを指定してくださいということが前提にあるとは思うのですが、例えば香川県の坂出市で

すと、津波の到達まで瀬戸内のエリアはかなり時間があるので、沿岸部の津波避難ビルを指定す

るということよりは、高台避難を前提に津波避難ビルを指定するということは積極的に行わない

という方針の下に避難の施策を行っているという場合もあります。 

 ですので、各項目それぞれの進捗状況の指標についても、●●委員がおっしゃるように地域性

などというのが見えるようにするということも必要だと思うのですが、何をもって指標にするか

というのはきちんと確認した上で設定していく必要があるのかなと、10年を振り返ってみて感じ

たところです。 

 以上です。 

○ありがとうございます。数字だけにこだわるのではなくて、具体的に達成する目標がちゃんと

できているのであれば、別に点数が低くてもいいわけですから、何となく数値だけが独り歩きし

ていて、何を達成できているかというところがちょっと見えにくいところがあるので、これは後

半のほうも同じで、これは各省庁ごとの役割分担になっているから、例えば緊急輸送道路と書い

てありますが、緊急輸送道路を通すためには、道路だけではなく、電信柱だけでもなく、周辺の

建物や看板などのいろいろなものが関連するので、いざというときに使えるかどうかという視点

でもう一度分析し直したほうがいいよという意味だと感じます。ありがとうございます。 

 そのほかはいかがでしょうか。まだ１回目ですから、ここまで整理ができただけで現状が分か

ったと思えばいいと思います。 

○●●でございます。１つよろしいでしょうか。 

○よろしくお願いします。 

○多分あるのだと思うのですけれども、それぞれ達成ができていない理由などもなるべく明らか

にできればいいのかなと思います。当たり前のことなのですけれども、例えば事業継続の計画が

なかなか中堅企業で策定できていないといったときに、なぜでしょうかという理由で想定できる

一つとして、マンパワーが足りませんという話が出てくるかと思うのですが、そういったところ

を十分に配慮せず、上書きで次の対策でやれと言ったところで、同じ理由でやれませんという繰

り返しになるのかなと思われますので、それは一つの例ですけれども、そういった理由みたいな
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ところ、背景みたいなところも把握なさっているのだと思うのですけれども、お教えいただけれ

ばと思います。 

 以上です。 

○ありがとうございます。これも非常に重要なことで、進捗が思わしくない理由を明らかにする

ことが次の対策につながりますから、次回以降、そういった資料を出すようにできればと思いま

す。 

 ただ、それをやろうとすると各省庁にヒアリングをしつつ、実情を我々のほうも勉強していく

というステップが必要になりますので、少し丁寧に議論を進める必要があると思います。ありが

とうございます。 

 ４ページの右側の問題というのは全部今●●委員がおっしゃったようなできていない理由を明

らかにしておかないといけないことだと感じます。特にほとんどの被害を生み出す建物の耐震化

と火災対策が遅れているということはある意味致命的でもありますから、そこを進めるためのよ

い方策をつくるためにも、今できていない理由を明らかにしたいと思います。ありがとうござい

ます。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 ●●委員。 

○今の話と同じなのですが、後半のところの定性的な対策の状況の中で、一応計画にやるべしと

書いてあるので一生懸命されているのだけれども、それぞれの省庁を超えられない課題みたいな

ものも同時に抱えていると思うので、それについてもきちんと、内々で結構なのでヒアリングを

していただきたいということと、あとは南海トラフの最大の特徴としては、被害ボリュームもの

すごく大きいということなので、対策を実施しているということと、それが量的にどれぐらい進

んでいるかということが非常に重要なので、量についてもちょっと意識して調べていただくと、

次の議論に反映できるかなと思いました。 

○ありがとうございます。おっしゃるとおりだと思いますので、それぞれ達成すべき事柄に関わ

る省庁の人たちを横断的にヒアリングすることが必要ですね。それから、リソースがもともと足

りないものが多いから、今、どのぐらい対応ができているのかという視点でこれを見ることも必

要だと思います。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 ●●委員、どうぞ。 

○ありがとうございます。 

 私からは今の議論の追加ということで、今回の南海トラフは複合災害でありますので、地震の

後の津波、地滑り等々を踏まえて、それぞれの関係の担当がどういうふうに対応しているのかが

重要です。これが二次災害、三次災害を軽減するということと、あとは復旧につながる、それぞ

れのフェーズごとに整理をされるのがよろしいかなと思いました。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 
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 今、●●委員がおっしゃったように、被害の連鎖というのが生じますから、どういうふうに被

害が波及していくのかということも視点としては必要だと思います。特にライフラインなどは相

互に依存し合っているので、個々のライフラインだけを見ていてはいけなくて、一つのライフラ

インが途絶すると、それがほかのライフラインにどう影響するかということも踏まえた議論が恐

らく今後必要になってくると思います。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

○●●ですけれども、よろしいでしょうか。 

○よろしくお願いします。 

○この計画は人命を守るということが最大の目標で、そしてもちろん経済社会への影響も考えな

くてはいけないのですけれども、人命を守るという観点からいったときに、これまで取ってきた

対応がどれだけの効果につながっているのかということを考えなくてはいけないのだろうと思う

のですね。 

 対策には社会や行政としての対応がもちろん重要なわけで、今日の議論でも主にそういった議

論をされるわけなのですけれども、どれだけ整備を行っても、どれだけ対策を強化しても、社会

や行政の対応に加えて住民の対応がどうなのかということが合わさって初めて人命を守るという

ことにつながると思うのですね。 

 そういった面で、一人一人が主体的に迅速な対応行動を取るのだといったことに対して、今の

形ですと、行政がどんどん整えてはいくのだけれども、住民や社会の側、民間のほうがそれほど

対応が進んでいかないのは、ある意味こういう行政の対応に委ねてしまっているところがあるよ

うに思うのですね。そういった面で、今回、非常に大きな被害が予想される状況の中で行政が精

いっぱい対応しているということはもちろん必要なことですし、それを住民に伝えることも重要

なのですが、それに委ねるという構図ではなくて、行政だけの対応では成し遂げられないという

ことも理解していただき、その上で住民と連携して、協働体制でこのリスクに向かい合うという

社会をどう構築していくのかということができて初めて人命を守るということができると思うの

ですね。 

 そういった面で、これからの検討ということになるのでしょうけれども、行政としての整備が

どう進んできたのか、進捗がどう進んできたのかということについても重要な観点なのですけれ

ども、その下で住民の皆さんがどういうふうにこれを受け止め、行動につなげようとしているの

かということの検証も必要なのではないかなと思います。 

 私からは以上です。 

○どうもありがとうございます。重要な視点を指摘いただきました。 

 内閣府では災害被害を軽減する国民運動というのを20年ぐらい続けてきていらっしゃると思う

のですが、そういったものがどう有効的に働いて住民一人一人の行動につながっているかという

こともある程度見ておかないといけないのかなと思います。 

 特に今、国民自らがやるところがちょっとできていない印象が強いので、そこは丁寧に議論を

するべきであろうと感じます。ありがとうございます。 
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 そのほかはいかがでしょうか。 

 ●●委員、どうぞ。 

○今後につながるので、次でも大丈夫です。 

○せっかく手が挙がったので、いいですよ。 

○今、住民の話が出てきていたのですけれども、私の見落としかもしれないのですけれども、検

討項目の中に地域の人材育成であるとか、そういった地域の中でどう主体的になっていく人を盛

り上げていくかというところがあまり見えなかったのですね。自主防災組織というのがあるには

あるのですけれども、割と自主防災組織は形骸化の話もすごく言われていたりするので、この辺

りの視点というのも入れたほうがいいのかなと思いました。 

 以上です。 

○どうもありがとうございます。それもすごく大事なことですから、この後のところでの今後の

議論の方向性の中に取り込んでいきたいと思います。 

 今までの資料３の話は、10年前に議論して、10年前にこういうことをやろうといったことにつ

いての議論ですから、やはり10年前はとにかく人命を守りたいという気持ちが非常に強かったの

で、今から見るとこういったことをやっておかなくてはいけなかったよなということは多々ある

と思いますので、それをこれから議論したいと思います。ありがとうございました。 

 それでは、次の議題４に移らせていただきたいと思います。議事４、今後の検討の流れと論点

の案を事務局から御説明いただきたいと思います。 

 

資料説明 

 

○朝田（事務局） 事務局でございます。資料４を用いて説明をさせていただきます。よろしく

お願いいたします。 

 早速でございますが、重複がございますので、３ページを御覧ください。南海トラフ巨大地震

対策検討ワーキンググループのスケジュール案を示させていただいております。今後の進め方に

ついて簡単に御説明いたします。これは案でございます。 

 主な議題としまして大きく２つ、①として進捗状況の確認や被害想定の見直しを行うといった

こと。先ほどまずは数字をお示しいたしましたが、これも一つの一環とお考えいただければと思

います。 

 ２つ目として、それらを踏まえた新たな防災対策の検討。先ほど委員からお話がございました

ように、これからの10年をどう考えていくのかという話でございます。 

 ①のほうでございますが、まずはフォローアップを実施した上で、これまでの施策の課題とい

ったものを抽出したいと考えております。数字だけ示しましたが、既に御意見をいただきました

ように、その背景にあるものが何なのかということについても、できる限りとなりますが、しっ

かり取り組んでいきたいなと思っております。 
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 もう一つ、被害想定の見直しを行っていきます。対策が進んだこともございますが、いろいろ

な知見が出て、いろいろな現場での取組みたいなものを評価する仕組みなどもあります。先ほど

申し上げました検討会の成果というのも出てきますが、社会状況の変化といったものも踏まえて

被害想定を見直していきたいと思っております。その上で具体的な減災効果を念頭に置いた対策

についての検討を行う。 

 ②の「新たな防災対策の検討」でございますが、これは技術の進展、この間に起こったほかの

災害の教訓、さらには社会状況の変化といった３つの変化を踏まえまして、これからの10年で新

たに考えていくことがないのかという視点でございます。 

 スケジュールの案でございます。右のほうを御覧ください。今日、４月を第１回としてキック

オフしておりますが、まずは当面の目標としまして、年内に報告書等を取りまとめるということ

で進めていきたいと思っております。それぞれ各回で検討テーマを設けまして、深掘りした議論

を行っていきたいと考えております。今回は地震対策の概要を御説明したのですが、今後の個別

テーマとして、次回につきましては津波の対策、その次の５月につきましては地震ハザードの主

要な２つの揺れ・火災といったものに視点を当てるということ。第４回以降になりますと、今度

は発生した後の話としてインフラ復旧対策だとか、医療対策、さらには経済等への影響なども出

てくるであろうといった話。「新たな地震防災対策」とございますが、これは例えば28年の熊本

地震におきまして、災害関連死といったものが注目されております。こういった事後の話を事前

に何ができるのかといったことにも目を当てていきたいと思っています。 

 第７回でございますが、「普及・啓発活動」と単純にくくっておりますが、この中で実は多様

な話が入ってくるかと思っております。先ほど●●委員からもございましたような人材育成、あ

るいは教育といった話だとか、●●委員からも御指摘のありました自助・共助といったものへの

分担・連携といったものについてもこの回で議論ができないかと考えているところでございま

す。９月頃をめどに、それまでの議論を踏まえました被害想定、あるいは被害要素の取りまと

め、中間論点の整理等を行っていきたいと考えているところでございます。 

 次に、４ページを御覧ください。こちらは御紹介でございます。先ほどの資料１で説明しまし

たモデル、あるいは被害想定の検討の手法検討会です。こちらにおきまして既に議論を進めてい

るところでございますが、津波浸水想定の見直し等が生じる可能性があるといったことでござい

ます。これは計算で求めるものとはいえ、地震によるいわゆるハザード、例えば地震が起こった

ことによってどれぐらい揺れが生じるのか、さらには津波の高さがどれぐらいになるかといった

ものについてはそんなに変わらないと思います。 

 ただ、そういったものが押し寄せたときに、そこに人がどれぐらい住んでいるのか、経済活動

がどれぐらい進んでいるのか、これらにつきましては対策がどれぐらい進んだかによっても変わ

ってきますが、それ以外の要因としましても、例えば被害想定はできるだけ現実味のあるものを

つくっていきたいと思っております。これは、あくまで目的としては住民の皆様と一緒に物事を

考えるスタート地点をつくるためのものでございますが、最新のデータを使うと、結果的に同じ

津波高なのだけれども、津波による浸水範囲が広がる可能性なども既に見えてきております。こ
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れは大きさにもよってくるのですが、高さを平均化して与えることによって、それまでは津波が

届かないとしていたのですが、細かく区切ることによって津波が広がる範囲が伸びたりといった

ものも見えてきておりますので、こういったことを踏まえまして、現場における混乱がないよう

にどのように対策を行っていくかも、我々としても考えていきたいと思っております。 

 次に、５ページのワーキングの話をさせていただきます。１枚に集約することがいいのかどう

か悩んだものでございますが、たくさんの御意見をいただければと思います。このワーキンググ

ループの主な論点を示させていただいています。これはあくまで事務局の案でございます。 

 まず、左上の青がございますが、これは現行の計画の話でございます。防災対策として、基本

計画の柱として津波、各般にわたるとありますが、これは耐震、あるいは延焼対策、ライフライ

ン等の項目、さらには広域的にわたるという話も先ほどもございました。こういったことを踏ま

えまして、膨大な被害に対して限られた人材、物資等をどう派遣するのかといった観点、さらに

は平時からの取組として教育・訓練、地域といったキーワードについての柱が立っております

が、右の黄色のところに赤字も含めて書いてございます。黒字で○と書いてございますのが、そ

れなりにちゃんと進んでいるのではないかと考えられるもの、一方で、進んでないところ、ある

いは新たに課題が見えているところといったものも既にございます。こういったものにつきまし

て、×とございますが、赤字で書かせていただいております。 

 津波のほうでいきますと、環境整備といったものが着実に進んでいる、これは例えば堤防整備

が進んだとか、あるいは普及・啓発活動などをやっていることはやっていると思います。一方

で、実際に避難するという意識がどれぐらい上がっているのかといった課題、もっと言うと、ど

こかで災害が起こると意識は上がります。ただ、それを維持するという課題も一つあるのではな

いのかといった話。 

 さらには、津波避難困難地域、これはすなわちその地点において津波が来るまでの時間と、実

際に安全なところに逃げるまでの時間といったもののバランスが悪いようなエリアがいまだに存

在しているということをどう考えていくのかということ。 

 耐震の話でございます。確かに耐震は進んでおります。まだまだ不十分なところもあるのです

が、こういう量的な観点だけではなくて、例えば緊急輸送道路として、いざ発災が起こったとき

には救助活動等を優先的に行うために主要な道路はしっかりと機能維持を図っていくのですが、

やはりそういった維持を図る意味でも、その沿道にある建物や電柱といったものが倒れていて

は、効率が落ちていく。こういった質の観点も念頭に置きながら、これからの対策をどう考えて

いくのかといった話。 

 次に、ライフライン・インフラとございますが、先ほど委員からもお話がございました。やは

り１つのライフラインだけで考えるのではなく、それぞれのつながりも意識した上で、優先順位

といったものも考えていくステージに来ているのではないかといったことでございます。 

 次に、「超広域にわたる被害の対応」、広域的な被害をどう考えるかということでございます

が、計画はできています。その計画に基づいてそれぞれがつくっているのですが、それぞれの連

携はどうなっているのかといった話。さらには、３日間の備蓄をお願いしたい、できれば１週間
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といった話になっていますが、実際にそれがきちんと進捗しているのかといった話。さらには、

救助、医療、物資運搬等における人員の不足。これは必ずしも医療だけの話ではございません

が、やはり災害が起こったときに顕在化するような話を、今、平時から浮き彫りにしてどのよう

に考えていくのかといったことに焦点を当ててはいかがかと考えております。 

 対策を推進するための取組でございますが、技術は進んでいっていますが、その技術をどう使

っていくのかといった話、さらには、教育・訓練といったものをいかに継続的に行っていくの

か、これはマンネリ化でも駄目。こういった中でどのように災害文化といったものにまで踏み込

んで醸成していくのかといったことが課題となっているのではないかということです。 

 このような今の計画の概要を申し上げましたが、下のほうの緑でございます。既に状況の変

化、あるいは技術の進展がございます。具体的に申し上げます。新たな被害様相の発生、あるい

は高齢化の進展、感染症の懸念増、まさにCOVIDの話、さらには高層マンション等の生活環境の

変化もございます。一方でデジタル技術が普及しているということ。 

 こういった中で、災害関連死による死者数増といったもの、先ほど熊本の話も差し上げまし

た。この10年間でさらに分かりやすい言葉であえて申し上げますと、スマホ依存といったものが

社会の中で進んでいると思います。それを支えるのは間違いなく電力・通信といった分野。こう

いったものが一つの生命線となっている中で、これがもしつながらなくなったときに、一遍に対

策の前提が崩れてしまいやしないのかといったことも考えておく必要があるのではないか。 

 さらには、高層建築物特有の被害、これは具体的に申し上げますとタワマンなども立ち上がっ

ている中でどう考えていくか。先ほど今の計画の概要を説明差し上げたときに課題がまだ残って

いますと言いました。その際には、長周期の地震動に対する対応といったものが、必ずしも科学

的な知見が十分ではなかったという中で今後の検討課題として定められておりましたが、この10

年間の学問的な知見の向上なども踏まえて、今回チャレンジをしてはどうかと考えているところ

でございます。 

 今、述べてみたようなことを踏まえまして、オレンジのところ、一番右側でございますが、主

な論点について提案をさせていただきます。全部で６項目ございますが、１つ目、津波・揺れ・

火災といったものに対するハード対策を重点的に推進すべき場所・項目の整理といった話。量的

なものを着実に進めていくといったことは大事なのですが、一方で、この成熟してきている中で

どのように質的な観点で物事を考えていくのかということ。先ほど申し上げましたような災害弱

者といった方々に地域としてどう焦点を当てて守っていくのかといったこともございます。さら

には、先ほど申し上げましたような沿道の建築物、電力・通信といった一番根底を支えてくれて

いるインフラをどう考えるのかといったこと。 

 ２つ目の柱でございます。長周期地震動に伴う高層建築物の被害想定と対策の検討。これは先

ほど述べたとおりでございますが、高層マンション等が多くなってきている中で、こういったこ

とも考えていく必要があるのではないかということ。高いビルだからこそ避難行動もまた違うも

のが出てくるかもしれないといったことを議論いただければと思っております。 
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 ３つ目の柱、各ライフライン・インフラ施設の連関性に配慮した対策の検討といったこと。こ

れも先ほど既に述べてきておりますが、一つ一つで物事を考えるのではなくて、連関性をどう考

えていくのかといったこともなかなか評価が難しいところがありますが、こういったことにもチ

ャレンジしてはどうかと考えております。委員が御指摘されたとおりでございます。 

 ４つ目、災害後に発生し得る甚大な被害の想定と対策の検討。社会、経済といったものに与え

る影響は、広域にわたるだけではなくて、様々な都市機能への甚大な被害が予想されます。これ

がすなわち日本の一部ではなく、広域といったことで多くの甚大な被害をもたらすということ

は、我が国の経済活動そのものにも大きなダメージを与えるどころか、世界から見てどうかとい

う話も当然考えていく必要があろうかと思っています。我が国の役割を考えたときに、世界のた

めに今何ができるかといった視点も大事なのではないかということ。為替、金融といった分野の

ことも様々考えていく必要があるのではないかといったことでございます。 

 次に、医療体制の確保、災害関連死。これは先ほど述べたとおりでございます。 

 ちょっと観点は違いますが、時間差で発生する地震への対応とございます。先ほど概要のとこ

ろで説明いたしましたが、南海トラフの大きな特徴として、一遍に東海から九州、四国の辺りま

でがばっと割れるような大きな地震があることもあれば、それに匹敵するような大きな地震が東

側と西側で連動して起こるという２つの現象を全く違うものと考えるべきではないか。もっと言

うと、その時間差が、直後に起こったときと、２年たってある程度復旧がよちよち進み始めたよ

うなところで起きたときというのでまた被害の様相も全然変わってくるかと思います。こういっ

たことも我々として何がお示しできて、何が考えられるのかといったことも一つの議論としてあ

るのではないかという御提案でございます。 

 ５番目の柱、デジタル技術の普及を踏まえた防災対策の検討。デジタル技術の進展は言うまで

もございません。こういったものをいかに使っていくのかという観点だと思っております。一方

で、そういったものに頼り過ぎるがゆえに脆弱性が生まれていないかといったことを議論いただ

くことかなと考えております。 

 最後の６番目でございます。ある意味防災対策、事前防災という観点では一番大事なことかも

しれません。ソフト的な言い方だけではなく、災害文化といったものの醸成をどう考えていくの

かということ。さらには行政一辺倒ではなく「自助」「共助」の部分までどのように頑張ってい

くのか、いかにそれを支える行政であるべきなのかといった観点でございます。プレーヤーはい

ろいろいらっしゃると思います。行政だけではなく、住民だけではなく、その間にいらっしゃる

NPO、あるいはボランティアといった話、さらには政府別といった観点では、この御時世、女性

という方々の活躍の場が当然あってしかるべきだと思います。そういった潜在的な力をどのよう

に考えていくのかという話。 

 もう一つ、命を守るためといったことは引き続き１丁目１番地で考えていく必要があるのです

が、命を奪う一番大きな要因として考えられる津波といったものは、正直に申し上げまして、と

にかく逃げていただくしかございません。そんな中で意識にまで働きかけることを行政としてど

う考えていくのかということでございます。 
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 最後でございます。日頃からの個々の地震等への備えの徹底、当たり前のことかもしれません

が、できていないことをどのように改めて普及・啓発していくのかといったことについて、いま

一度御知見をいただければと考えているところでございます。 

 長くなりました。説明は以上となります。 

 

審 議 

 

○どうもありがとうございました。 

 何とか残り40分を確保しておりますので、委員の皆様が17名いらっしゃいますから、全委員の

方々から御意見をいただきたいと思います。できる限り今日は意見を出せるだけ出していただい

て、それに対して事務局のほうで取りまとめて、次回以降のこのワーキンググループの運営に生

かしていくという立場にしたいと思っております。 

 見ていただいて分かりますように、極めて短い期間、９か月でこれだけの大きな課題に取り組

むことになりますから、恐らく全部が議論し尽くせるわけではない気もします。ですが、日本の

防災対策の最も重要な地震でもありますし、ここで洗いざらい今の課題を整理しておくことがで

きれば、将来につながることだとも思いますから、まずはお尻が切れているということを委員の

皆様に御理解いただいた上で、できる限り効率よく、そして意義がある議論をしていきたいと思

いますので、今日はたくさんの意見を出していただけるといいと思います。 

 これは手を挙げて順番に行くのがいいか、それとも全員に発言いただくためにあいうえお順で

いってしまったほうがいいか悩ましいのですけれども、全員が発言しやすくするためにあいうえ

お順でいこうかなと思いますけれども、それでもよろしいでしょうか。 

 では、●●委員から順番に、一人の制限時間を２分ぐらいをめどに御発言いただけると助かり

ます。よろしくお願いいたします。 

○それでは、トップバッターは緊張しますが、●●です。よろしくお願いいたします。 

 御説明ありがとうございました。本当にこれからたくさんのことを、そして全部が重要なこと

をきちんと議論していかなくてはいけないなということを大変よく理解できました。 

 私からは、特に自分自身の専門がコミュニティーの防災と企業のBCPや防災の分野なので、そ

の視点から申し上げますと、コミュニティーの防災活動の中で、例えば水害からの避難ですと、

比較的目標が持ちやすいなという印象を持っています。一方で、地震対策に関しては、コミュニ

ティーの防災の中で分かりやすい目標像というのがなかなか設定できない、いわゆる共助の取組

で実現できるものが何なのかというところがなかなか設定しにくいところがあって、地域の防災

の中で取り組む際にモチベーションといいますか、分かりやすい目標像を持ちにくいなというと

ころを印象として持っています。 

 今回、被害想定、そしてこの対策の検討という中で、項目の中にデジタル技術の普及というと

ころもあるので、例えばコミュニティーの防災活動でこういったことをすると、現状の被害想定

の結果だとこうだけれども、それがこのように低減されるのだといった可視化をして、地域の皆
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さんの活動の背中を押してあげられるようなことをデジタル技術等でサポートしていけるような

ことができるとすごくいいなと感じました。 

 あとは、企業の防災のことについて、今回、大企業と中堅企業のことについてBCPの策定率を

上げていただいています。ただ、課題はやはり中小企業、小規模事業所にある状況の中で、恐ら

くそこに着目すると、当然２割だとか３割だとか、非常に厳しい状況が見えると思っています。

そういった中小企業、小規模事業所の方々に対しても、今回の被害想定の結果をきちんとお届け

して、そしてその結果、それぞれの皆さんがきちんと対策に取り組めるような形でのサポート、

例えば事業所の持っている施設や建物の耐震化のサポートだとか、今できていないところにも何

らかのお力を届けするようなところの議論ができると、私としてはありがたいなと感じました。 

 以上です。 

○どうもありがとうございます。 

 今ので３分強ぐらいですから、皆さん、どのぐらいしゃべればいいかということの参考にお願

いできればと思います。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いいたします。 

○●●です。 

 冒頭にも申しましたが、やはり経済と時間ということをしっかり捉えていただきたいというこ

とで、既に案の中に経済・社会に与える影響の評価と対策と書いてありますが、時間によって原

状復帰といっても、それを10年でやるのか、１年でやるのかということで経済活動への影響とい

うのは全く違うので、どんなふうに被害額を算出するのかというのは、前提を置けばいいと思う

のですけれども、そこの時間の概念をしっかりやったほうがいいなと思っています。 

 それと、民間企業の取組がやはり前回ちょっと欠けていたかなと思っていて、BCPはもちろん

なのですけれども、民間企業がより積極的に防災や復旧に関わっていただく大きな力を持ってい

ると思いますので、そこのところがどこかの項目にうまく入ればいいなと思っています。 

 ３つ目として懸念しておりますのが人手不足です。ライフラインや災害後の対策、災害文化と

いったものは全て人手に関わってくる部分で、特に私はインフラのことをやっているのですけれ

ども、インフラですととにかく人手不足で、計画どおりに全然進まないということがあるので、

時間の概念にも関係するのですが、人手不足という供給制約がある上でのしっかりとした想定を

していただきたいと思います。 

 以上です。 

○どうもありがとうございます。いずれも重要なことだと思います。ありがとうございました。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いいたします。 

○私からは、本日は３つになるかと思います。 

 一つは津波からの避難でございますが、意識向上というのは不可欠でありますが、避難しよう

と思ってもできない、手段の話と避難先の確保、また、長期の避難になる場合、千島海溝等々は

寒冷地で、いわゆる低体温の課題がありましたが、逆にこの地域では熱中症などが課題になるか

なと思います。 
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 ２点目は、高層建物の話が出て、基本的には構造物はかなりもつ（免震性、制震性）とは思う

のですが、実は復旧が難しい中、孤立化というのがあるのではないかなと思います。従来は地

域、集落での孤立化なのですが、高層マンション等で孤立化にどう対応するのかというのが重要

だと思います。 

 最後が、今回の南海トラフの連動性というのは重要なキーワードでありますが、3.11でのM9の

現状も見ますと、実は余震活動であったり、連動的な地震が非常に長く影響が大きい。福島、宮

城というのも、昨年の３月16日にもありましたし、これへの対応も長期的に踏まえなければいけ

ないと思います。 

 以上であります。 

○どうもありがとうございます。 

 それでは、●●委員、お願いいたします。 

○●●でございます。私は長らく災害報道、災害情報の分野で働いてきたものですので、その観

点から申し上げたいと思います。 

 冒頭、大臣からも●●委員からもお話がありましたように、この10年間で一番大きく変わった

のは情報をめぐる環境だと思います。DXの進展、具体的には先ほど事務局からのお話がありまし

たように、スマホ依存とも言えるような、スマートフォンがある意味唯一無二の情報取得手段に

なってきているというのが非常に大きな変化だと思います。 

 また、スマートフォンとセットでSNSの普及があります。誰でも世界的な情報発信ができるよ

うになっている。これはメリットとデメリットがあると思います。地方自治体が独自にツイッタ

ーなどで非常にきめ細かな情報発信ができるのは大きなメリットです。一方でデメリットとして

は、フェイクニュース、流言といったものも大変出てきております。こういった状況を踏まえた

検討をしていくべきだと考えております。 

 南海トラフ地震をめぐる情報伝達の課題は、ハードとソフトの２面あると思います。ハード面

での課題は、電力や通信のブラックアウトです。災害時に電力が途絶え、通信がつながらなくな

ったときに一体どうやって情報、特に基礎自治体である市町村からの情報を住民に伝えるのかと

いう手段の検討が必要だと思います。北海道胆振東部地震では北海道のほぼ全域が停電しまし

た。NHKの調査では、発災から１日足らずで20％程度の人しかスマートフォンを使えなくなって

いるというデータを取っておりますが、そういった状況も踏まえて代替手段を検討する必要があ

ると思います。 

 ソフトの面ではいくつか論点がありますが、一つは南海トラフ地震の臨時情報です。この情報

は非常に難しい情報だと思います。この臨時情報をめぐる情報の伝え方は、社会機能の維持、社

会混乱の防止ということにもつながってくると思いますので、そこもぜひご検討いただきたいと

ころです。 

 あとは、発災後の救助・救援です。どこに行けば救助が受けられるのか、どういう支援が受け

られるのかという情報をいかに被災地の住民の方々に伝えるかということは、関連死はもちろ
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ん、住民の皆さんの生命の維持に直接関わってくる。これを自治体が伝える情報手段を維持でき

るのかについてもぜひご検討いただきたいと思います。 

 以上です。 

○どうもありがとうございます。 

 ●●委員、お願いいたします。 

○●●です。 

 個別の話は今後のワーキンググループの２回目以降で詳細にあると思いますので、今日は、私

からはこれまでの総括に対する捉え方についての自分の考えを述べさせていただきたいと思いま

す。 

 個々の取組、行政の取組にはなかなか厳しい評価も御発言もあったかと思うのですけれども、

私の受け止めは、この10年で随分防災対策は進んでいて、他国を見ても類を見ないほどの進みっ

ぷりではないかと理解しているところです。 

 しかし、進んではいるものの、私自身が調査していても、自分はどうしても防災はやらないと

いう強い意志を持っていらっしゃる方が１割ぐらい、やらないといけないと分かっていてもやれ

ない人、やらない人が３割、こういう人が合わせて４割いるのですね。６割の人はパーフェクト

ではないけれども何かしらやっているのです。この10年間で随分進んでそこまで来てるのです。

これをさらにもっと進めて４割をもっと減らしていこうというのは相当にハードルの高いこと

で、これまでと同じように啓発と言っている限りは恐らく進まないだろうなというのが私の受け

止めです。 

 この検討委員会ワーキンググループの中でも、防災の観点からこういうことを進めなさいと各

省庁や国民に対して言う部分はあると思うのですけれども、私たちからこうしなさいと言ってい

ることを広げていくことは相当ハードルが高いと思っていて、それは防災は基本的にはコストと

捉えられていますので、それをやれと言われてやれる人は、日本人は６割、恐らく世界で見ても

６割もいるのは日本人だからだと思うのですね。相当にすごい国民性だと思うのですが、これを

８割、９割、10割にするのは不可能だと思っています。 

 そこで、そのやらない、やれない４割の人たちでも安全に暮らせる社会をどうするのかという

ことを考えていかないといけない。例えば福利厚生、これは健康問題に熱心ではない人でも、会

社は社員の命を守るために、ある意味でBCPにもなると思うのですけれども、そういったところ

で健康問題はやっているけれども、防災問題の取組を進めるようなことはそこでやっていないわ

けですね。企業にもプラスになる取組、どうすれば広がるのかという発想といったところから４

割に対するアプローチを考えていくのと併せて、６割のやっている人たちに対してもっと何がで

きるかということを考えていって、我々の常識を変えていく、普通を変えていくということだと

思います。 

 ２分を過ぎていますね。また今後、発言する場面があると思います。あと一つ言いたかったの

ですけれども、次に譲ります。 

○どうぞ、せっかくだからコンパクトに言ってください。 
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○コンパクトにいいですか。優しい言葉に甘えさせていただきまして、私は手法のほうの検討委

員も●●委員と一緒にやっているのですけれども、一般市民のレベルで取り組んでいる取組に対

しては、取組状況を評価するような被害想定手法になっていないのではないかというところが私

はちょっともやもやしているところです。 

 具体的に言うと、避難が遅れると致命的になるのが津波の問題で、避難が遅れる理由はある程

度分かっているはずなのですね。これを準備しなければならない、この人を助けなければならな

い。それらの個々の避難開始を阻害する要因というものが何なのかということを明確にした上

で、今、その準備にどれだけかかると国民が認識しているのかの数値化をして、３年でも５年で

もいいのですけれども、適宜それが短くなっていっているということが国民と一緒に共有できる

ような被害想定手法を導入し、対策をやっている、進んでいるという実感が湧くようなものをや

っていくことが大事かなと思っています。 

○ありがとうございます。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いします。 

○●●でございます。 

 大変大きな地震、津波、そして被害が想定され、さらにこれが不確実であるという状況の下

で、今議論しなくてはいけないのは、対策をどう強化していくかという議論のフレームも重要だ

と思うのですけれども、ただ、対象の処方箋が必ずしも示し切れないという状況の中での目指す

べき社会の在りようということについても議論を深める必要があるように思います。 

 議論しようとしている対策は全て重要だとは思うのですけれども、対策は強化する、しかし、

それで100％はあり得ない。そして、拭い切れない不安というのが常につきまとう状況の中で、

地域社会はどうあるべきなのか。もちろん行政は最大限対策に邁進するということが重要です

ね。 

 しかし、一方で、国民は、住民は、この拭えない不安の中で、どうしたらその地域にりんと生

きるということを成し遂げることができるのかということの社会の在りようの議論を少しする必

要があるのではないのかなと思います。 

 高知県の黒潮町は、34.4メートルという想定を与えられたのですけれども、今、あの町は大変

明るいですね。行政も精一杯やってくれました。そして、住民も精一杯やっています。その中

で、この想定というものの不確実性を理解し、確定死ではないのだし、今できることは精いっぱ

いやることだけなのだという思いの中で、行政と住民が一体となってこれに向かい合うことで社

会が出来上がっていると思います。大変町は明るいです。子供たちも精いっぱいの防災の対策を

し、そして御高齢の方々に対する思いやりなどもあり、その中で高齢者も幸福感を感じている。 

 このような大きな想定に向かい合い、そしてその中で、もちろんできる限り技術的にも高い安

全を確保していくという今回議論しようとしているような話題も重要なのですけれども、その前

にと言ってはなんですが、対策の前に思想が重要なのではないのかなという気もいたします。ど

のように地域がこのリスクに向かい合っていくのか、また、個人がこのリスクに対してどう向か
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い合っていくのか、地域の在りようということを少し議論していく中で、そのように導いていく

ことも我々の責任ではないかなと思います。 

 私からは以上です。 

○どうもありがとうございました。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いします。 

○●●です。手短に４点しゃべりたいと思います。 

 一つは計画目標についてなのですが、これまでは何が何でも命を守るという１層だったと思う

のですけれども、これからは３層必要だと思っています。命を守る、被害を減らす、３つ目が災

害を乗り越える。できれば難なく乗り越えたいということなのですね。 

 この災害を乗り越えるという中で、先ほど孤立というキーワードもあったのですが、孤立して

いても自立してれば災害は乗り越えられる。だから、自立というキーワードをきちんと表に出す

ということと、あとは、被災しても復興できる状態にしておく。次の災害では復興できないとい

うのがデフォルトの状態になる可能性があるので、復興できるように事前にその素地をつくって

おくということも重要だと思います。 

 それから２つ目が、膨大な量と空間的な広がりというのが最大の特徴なのですが、それに対し

てリソースが足りない。これが足りないときにどうすべきかというと、対策のトリアージかなと

僕は思って、対策の対象をトリアージしていく。逆から見れば、需要をきちんとマネジメントし

ておく、もっと言うと、我慢できる人には我慢していただくという発想が必要だと思っていま

す。 

 それから３つ目は、これから20年で生産人口の年齢が半減するところというのは、地方だと山

ほどあるのです。ですから、これから行う防災対策というのは、きちんとお金もかけるのだけれ

ども、ちゃんと地域の持続性に対してプラスの影響をもたらすような対策を一生懸命やっていく

べき。そうしないと、安全性は高まったけれども人口が減ったみたいな、結果何もしなくても人

的被害はゼロになるみたいな状況は望ましくないということで、きちんと両立させていくことが

重要だと思います。 

 それから４点目が、この10年の変化を考えると、太陽パネルを含めて再生可能エネルギーが相

当増えてきている。そうすると、送配電のシステムも相当日本中で変わりつつあるのですね。だ

から、そういう変化を災害対策としてどうプラスに捉えていくのか。これはマイナス面も実はあ

るのですが、津波がかぶると太陽光パネルから火災が発生する可能性があるというのもあるの

で、プラス・マイナスの両面を捉えた上で、この変化をチャンスに捉えていけるような対策を考

えていけるといいなと思っています。 

 以上です。 

○どうもありがとうございます。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いいたします。 

○●●です。私からは２点申し上げたいと思います。 
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 一つは、先ほど●●委員がおっしゃったこととつながっているのですが、今日のお話を聞いて

いますと、事前の施策、それから復旧・復興という観点がたくさん出されているのですけれど

も、発災後、発災したとき、そしてその直後の情報収集、そしてその発信、説得の論点が欠けて

いるように思いました。社会活動の維持というのが目標でありましたら、情報関連の扱いという

のは非常に大事だと思います。 

 その情報というのは通信とインフラという意味だけではなくて、その内容についてもです。た

またまこのワーキングのメンバーには報道・通信の事業者は入っておられないと思うので、あえ

て申し上げたいと思うのですけれども、今、発信につきましては、国の役割はもちろんあります

し、報道機関の役割もあります。それと同時に市民も容易に発信できる時代になったが故に、市

民の発信の役割とそれに伴う責任というのも大きくあるわけで、そこをどうするのかということ

も検討課題になってくるのかと思います。 

 今日の資料４の５ページの４では何となくデジタルのところでちょっと触れているのですけれ

ども、検討課題の３ページのほうにはテーマとしては挙がっていないので、やはり情報の扱いと

いうのも一つの論点としてあげるべきだと思いました。 

 もう一点、先ほど●●委員が思想ということをおっしゃいましたけれども、防災について、こ

の委員会、あるいは内閣なり国がどこに立つのかということです。先ほど●●委員がおっしゃっ

たのは、私の理解では防災コストを社会で負担するということかと理解したのですけれど、例え

ば介護保険料を私たちが払うようになりました。老人の介護を社会全体で負担しようという思想

があると思います。 

 一方で、先ほど●●委員がおっしゃったのが、公助・共助ではやり切れない部分があるのだ、

最後は自助だ、全部人に任せるなとおっしゃったように私は受け止めました。ですから、防災コ

ストを社会全体でどこまで引き受けるのか、あるいは個人に落とし込むのか、その辺の認識が議

論されてもよいのかなと思いました。 

 以上です。 

○ありがとうございます。重要な御指摘だと思います。 

 それでは、●●委員、お願いいたします。 

○●●です。私も大きく２つです。 

 １つ目については、●●委員もちょっと触れたと思うのですけれども、被害想定についてで、

被害想定がこれからさらに人口減少や高齢化などが進んでいく中で、10年後に起きたらどうなる

かとか、30年後に起きたらどうなるかというのはかなり様相が変わってくるし、復興戦略みたい

なものも変わってくるのではないかと思うのですね。 

 そうすると、被害想定というのはどの実感タイミングで考えるのかとか、どのタイミングで起

きるとどういうことにどういう影響が出るから、そのためにはどういう準備をしないといけない

かというところの見え方が変わってくるのではないかと思いますので、一時点の被害想定という

よりは、もうちょっと時間の流れを意識したイメージみたいなものを持てるようになるといいの

ではないかなと思います。 
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 また、その被害想定というのが対策の視覚化とか、どれだけ進むとどれだけどうなのかという

ことを視覚化できるようにするためのツールになるといいなと思いますので、そのためには、そ

れぞれの対策が数字だけではなくてどういう意味を持つのかという実効性のところをかなりクリ

アに意識しないといけないと思います。その辺りにちょっと力を入れていただくといいかなと思

っています。 

 ２点目ですけれども、先ほどから●●委員や●●委員からお話しいただいている社会をどうし

ていかないといけないかというところが非常に大事になってくると思っていまして、これはすな

わちなのですけれども、ほかの基本計画やほかの文脈で行われている施策との関係性がどうなっ

ているかというところの整合をちゃんと取っていかないといけないということではないかなと思

っています。 

 先ほどエネルギーの話もちょっと出ましたけれども、それこそこちらの対策を頑張ると脆弱に

なるとか、こちらを頑張るとこちらが駄目になるということが起こってはあまりよくないので、

やはり社会としてどうあって、その中でそれぞれがどういう位置づけになっていくのかという総

合的な関係性みたいなものを意識しながら考えていく必要があると思います。 

 以上です。 

○どうもありがとうございました。 

 それでは、●●委員、お願いいたします。 

○●●です。私からは３点申し上げます。 

 １点目は、大規模広域災害への対応力があるのか、実効性を持つ対策が取れるのかという点で

す。災害対応において極めて重要な役割を果たしているのは地方公共団体ですが、地理的な状況

もあって対応が難しい市町村や都道府県があると思います。そのようなところに対して支援が行

き届く体制となっているのか。それぞれの市町村においては、高齢・障害をお持ちの方、外国の

方に的確に情報が届く体制になっているのかを検証して確認していくとともに、行き届かないと

ころを補完する仕組みを強化していく必要があると思います。 

 ２点目は、●●委員がおっしゃられたことと共通するのですが、地域に被災後復興していく力

があるのかどうかです。高齢化、人口減少が進む中で、その地域を復興させていくにはどのよう

な方向性が求められるのかを検討していかなければいけないと思います。それらの点も含めて、

地域のレジリエンスの在り方というのを指標化して、可視化していくと有効だと思います。 

 ３点目ですが、災害文化の醸成の重要性です。災害文化といっても被災したということを伝え

るだけではなく、個々の被災経験を防災力として生かす、そのような文化を語り継いでいく必要

性があると思います。 

 阪神淡路大震災から30年近くが経過して、私が住む兵庫県でも被災経験は薄れてきています。

その一方で、災害を知らないからこそ、災害を学び防災に生かそうとする取組も増えてきていま

す。そのような被災経験を伝えるだけでなく、防災に生かす取組が全国的に広がると良いと思い

ます。 

 以上です。 
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○どうもありがとうございました。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いいたします。 

○ありがとうございます。●●と申します。 

 私どもが暮らしている地域は、まさにこの南海トラフ巨大地震の避難をしなければいけない地

域でございまして、先ほど来ずっとお話を聞いておりまして、だんだん基礎自治体の長としては

もっともっと対策に努めていかなくてはいけないかなという思いと、平成23年の東日本大震災以

降、どの自治体も防災・減災についての対策は非常に熱心に進めてきたと思います。ある意味こ

の対策については上限がないという中で、ハードもソフトも住民の皆さん方に安心を持っていた

だくためにしっかりと取り組んできました。 

 ただ、それから年月がたって、先ほど来もお話がありましたとおり、高齢化が非常に進んでお

ります。当初の考え方の津波避難ビルを造ったり、指定をしたりということが今はそれ以上に求

められていたり、あるいはどうやって高台に逃げるかという方法もどんどん変わってきていま

す。同じ三重県の中でも、地域に力がある・ないというのも明確に分かれてきているような中

で、この防災・減災の津波浸水想定の見直しがまたあるとなると、どれだけ財政が必要かなとい

うのはちょっと不安になったところです。 

 あと、防災・減災・国土強靱化という中で、国の皆さん方にも大変連携をしていただきなが

ら、緊急輸送道路等の重要なインフラ整備についてはお力添えをいただいています。現在も進め

ていかなければいけない幹線道路網等々もしっかり進めていただいておりますが、ただ、このい

つ来るか分からない南海トラフに対してはそれが間に合うのかどうかという不安との戦いという

ところもあります。 

 そんな中で、自助・共助ということでいきますと、いかに市民の皆さん方にこの問題をしっか

り自分ごととして捉えていただくかというのが、とても基礎自治体では苦労をしています。です

ので、今回のこの計画も、見ても分かるように、市民の皆さん方にもしっかり理解がいただける

ようなものも併せて御提示いただけるような議論ができたらいいなと思っております。 

 災害文化の醸成という中、自助・共助の取組という部分は、本当にこれから非常に重要になっ

てくるところだと思っておりますので、このところについては我々基礎自治体の役割だと思って

おりますし、一緒になって訓練をする、一緒になって情報DXを捉えていくということも今後やっ

ていかなければいけないと思っておりますので、専門家の先生方の御議論やいろいろな御示唆を

いただきながら、代表として出ておりますので、基礎自治体にもほかの自治体にも、しっかりこ

の旨を発信ができるような役割を務めていけたらなと考えております。 

 雑感ということで大変意見がまとまりませんでしたけれども、どうぞ今後ともよろしくお願い

いたします。 

 以上です。 

○どうもありがとうございました。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いいたします。 
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○●●でございます。よろしくお願い申し上げます。私からは企業という立場から２点お話しさ

せていただきたいと思います 

 １点目、これは既に何度も出ていますが、やはり企業の事業継続計画についての策定状況が芳

しくないと先ほど評価いただいていますので、これを見捨てずに課題、あるいは論点として引き

続き残していただきたいと思っています。 

 先ほど●●委員からございましたように、やはり中小、小は出ていませんけれども、我々の持

っているデータでいくと実は30％に行っていないという状況でございます。これは大企業がBCP

を幾らつくろうと、今はサプライチェーンで全部つながっていますので、実は中小の方々の継続

力に依存するというところが大変高いものですから、むしろ大企業よりも中小企業の策定率とい

うところに光を当てるべきではないのかなと思っています。 

 ２点目でございますけれども、これも既に●●委員から御指摘いただきましたように、情報と

いうことも論点に出していただきたいなと思っています。企業の方々には当然悩みがいっぱいあ

るのですけれども、話していますと、一つの大きな話として、不幸にして一旦事が起きてしまっ

た後、事業の再開は責任として考えるわけですが、情報をどうやって取るのだということ。イン

フラ、あるいはライフラインの企業がいつ再開するのかを含めて、情報をそれぞれ個別に企業が

取りに行けと言われても、なかなか限界がありますので、ばらばらということではなくアグリゲ

ートされた状態で情報をいただけるということが大変事業の再開に向けて重要なファクターにな

ると思っています。 

 具体的に申しますと、SIP4Dみたいな情報を、全ての情報とは申しませんが、企業に共有いた

だけるものについてはぜひ前向きに御検討いただきたいなと思っています。 

 以上でございます。 

○どうもありがとうございました。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いいたします。 

○●●でございます。高知県で県行政のレベルで防災対策をやっております立場から、２点申し

上げたいと思います。 

 １点目はややテクニカルになりますが、被害想定の見直しに関してであります。今、河川や海

岸の堤防の整備に多額の予算をかけていただいて進めておるのですけれども、その災害の軽減効

果につきまして、L1クラスの場合ですと、これはそれを防ぐためですからオーケーなのですけれ

ども、L2クラスになりますと、今のルールですと効果がゼロということで見込むということにな

っておりまして、これだけ予算をかけてやってゼロはないだろうという思いと、東日本大震災で

も一定の減災効果は認められたのではないかという話があります。 

 あと、高知県内で言いますと、今は事前復興まちづくりの計画をつくる段階になっております

ので、津波浸水区域のできるだけ精度の高いシミュレーションをしてもらいたいというニーズが

高まっていますので、そういった観点から、この点は何とか見直しがお願いできないかなという

のが１点であります。 
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 ２点目は、先ほど来の自助のお話で、特に高知県として意識しておりますのが、津波からの早

期避難の意識率の向上についてであります。これがちょうど今日のデータの家具の固定率などと

似ていまして、高知県の場合、以前は２割でしたが、東日本震災後に７割まで上がっているわけ

ですが、逆に７割で頭打ち状態になっております。これを何とかさらに上げていくという方法

を、簡単ではないと思うのですけれども、この点はぜひこのワーキンググループでも論点の大事

なポイントの一つとして御議論いただけないかなと思います。 

 以上であります。 

○どうもありがとうございます。 

 ●●委員、お願いいたします。 

○それでは手短に。私はこの中で唯一地震学の専門家という立場で参加させていただいておりま

す。その観点から２つ申し上げたいと思います。 

 一つは、残念ながら今の地震学では、次の南海トラフの地震がいつ来るかとは言えません。言

えませんが、地震調査本部の調査委員会の評価では、30年以内に70％から80％の確率で地震が発

生すると言っているのですね。これは極めて高い確率で、私は今日、明日地震が起きても、地震

学者は何も驚かない。なので、先ほど20年後に人が少なくなってくるというお話をされた方がい

ますけれども、そんな悠長なことを言っている暇はないですので、私は一刻も早くできることか

らやっていっていただきたい。 

 その観点から、平成26年の計画で何をするかということを具体的に数字で決めているというこ

とは、極めて重要なことです。これが本当にできたかどうかというのを今、早急に検討していた

だいて、それに基づいてできていないことをまずやる。いろいろな難しいことや考えていなかっ

たことはいっぱいあるのですけれども、少なくとも10年前に考えたことはちゃんとできるように

していただきたいというのは私からの希望でございます。 

 ２番目は、極めてテクニカルなことで恐縮ですが、地震学で進歩したこととして、長周期の地

震動についての予測は10年前より進歩しました。ですから、地震学が長周期の地震がどういうふ

うに出るかというと、●●委員が建物をどんなふうに入れるかと計算することがもう実際にでき

るのですね。多分、建物は倒れません。 

○いえ、そんなことはないです。 

○でも、倒れなくても使えなくなるのですね。何が起きるかは、今、一生懸命研究が進歩してい

ますから、そこできちんとするということは非常に重要なことで、具体的に書かれていますの

で、この点は10年前とはものすごく違うことだと私は思いますので、そのほかにものすごく変わ

ったことは多々ありますが、地震学からはそういうことを希望したいです。 

 以上です。 

○どうもありがとうございました。 

 それでは、●●委員、よろしくお願いいたします。 

○●●です。私の専門である情報通信とシステムの観点から２点申し上げます。 
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 １点目は、通信や情報システムが当たり前になったこと、デジタル技術が普及したことのマイ

ナス面についてです。災害も何もない通信障害が起きた段階であっても社会的混乱が起きるよう

に、10年でかなり情報に対する意識というのが変わってまいりまして、デジタルネイティブの方

たちもいらっしゃいますし、そういった情報があることを当たり前に生きている現代の方々が、

情報が一時的にでも取れなくなってしまってどのようなことが起きるのかというのは、実は誰に

も分からないことかなと思います。ですので、対策の前にどのようなことが起きるのか、シナリ

オという言葉になるのかもしれませんが、そういったことを明らかにしていくことも重要かなと

考えております。 

 ２点目が、デジタルトランスフォーメーション化の影響になります。これは経済的なことや民

間の企業様、一般の方々にも影響することだと思うのですけれども、デジタルトランスフォーメ

ーションを進めてまいりまして、逆にこちらの資料にもありますように脆弱性に結びつくことか

なと思います。今まで人が代わりに行えてきたことがシステムでないとできなくなってしまった

り、システムに対する投資を多くしてしまったために、一度災害で壊れてしまうとそれに対する

復旧・復興が非常に困難になって、元の経済活動を戻すことが今までよりも非常に難しくなって

くるのかなと考えております。 

 こういったデジタルトランスフォーメーション化の影響というのがどこに派生するのか、恐ら

く全体的に派生すると思うのですけれども、どこに派生するのかといったことも併せて検討して

いければなと考えております。 

 以上です。 

○どうもありがとうございました。 

 それでは、●●様。 

○●●でございます。 

 10年の取組をお教えいただきましたけれども、とはいえ、いろいろできていることもあるとい

う捉まえも必要と思います。その点では、今できていることを維持する、強化する、広げるみた

いなところが視点としては必要ではないか。 

 そのときに、民間の立場から申し上げますと、一つ広げるという視点で官民の連携みたいなと

ころも意識してやっていくべきだろうなと思っております。この10年で、例えば防災計画という

のはそれぞれで立てているのですけれども、比喩的に言えば点と点で存在していて、実際に起き

たときに、地域単位では行政と我々のような民間企業が協力し合って、助け合いながら地域復興

に努めるということが必要になるのですけれども、そういうことが本当に本番のときにできるよ

うになっているかというところは、非常に心もとないというのが正直なところでございまして、

それをどう克服するのというと、例えばお互いの訓練に参加し合うといったところから着実に進

めていくといったところも必要と思います。 

 もっとほかにもたくさんありますけれども、そういった意味で官民の連携というのをより深め

ていくというところが必要かと思います。 
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 もう一つ、官民の連携を通じてですけれども、ここ３年のコロナでの対応などを振り返ります

と、国と地方行政と民間企業がそれぞれうまく絡み合って対応ができている部分が多かったので

はないかなと素人ながら思うのですけれども、そういった意味では、国から明確な方針が出て、

それに応じて我々のような民間が頑張ることで、個人の生活レベルまで浸透させていけることは

結構あると思いますので、それがコロナの一例として挙げられると思います。そういった観点

で、防災への対峙というのも個人レベルに落としていく一つの方策として、民間の力を使うとい

う視点もありかなと思います。 

 以上でございます。 

○どうもありがとうございました。 

 最後に官民連携の大切さも言っていただいて、一通り委員の皆様から御意見を頂戴いたしまし

た。 

 今日意見が出ていないことで２点だけコメントさせていただきますと、一つは災害が起きたと

きの海外の目について、あまり触れられていません。特に為替の問題なども含めて、２つの地震

に分かれたときにどういうふうに世界が日本を見るかということはどこかで必要だと思いまし

た。 

 それから、私は建築なので、一応申し上げなくてはいけないのは、建築の耐震基準はあくまで

も最低基準でしかなくて、事業継続は保障していませんので、命を守ることはある程度頑張りま

すけれども、事業継続を保障していないということを前提に経済活動を守れるかどうかという視

点は民の問題なので必要だと思います。むしろそれはもう少しレベルを上げて事業継続できるよ

うな建物にするべきだという答えもあるかもしれませんが、そういった議論も今後必要かと思い

ました。 

 ということで、何とか１分超過するぐらいで全員の方の御意見をいただきました。これも一つ

の連携の結果でありまして、皆さんが周辺を見ながらよりよい意見を出していただけたおかげか

と思います。今日いただいた意見はいただくだけにしておいて、次回、これをまとめさせていた

だいて、今後の対策に結びつけていくということにさせていただきたいと思っております。 

 ということで、それでは、事務局にマイクをお返ししたいと思います。 

 

閉 会 

 

○朝田（事務局） 福和主査、委員の皆様、ありがとうございました。本日、十分御発言できな

かった点がありましたら、後日、事務局に御連絡いただければと思います。よろしくお願いいた

します。 

 それでは、以上をもちまして、本日のワーキンググループを終了させていただきます。長時

間、誠にありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


